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シンガポール税制の概要

　シンガポールは，人口４９８万人（うち

シンガポール国籍及び永住権保有者の人

口３７３万人），面積が７１０万平方キロメー

トルという東京２３区又は淡路島と同程度

の小国です。１９６５年の建国以来，初めは

中継ぎ貿易基地，次いで重化学工業から

電子工業，さらに金融産業の興隆を経て，

現在はアジアの医療・バイオ・観光・

アートのハブにならんとしており，４５年

の短い歴史を通じて先進国への道をまい

進してきました。

　シンガポールの税制の特徴は，納税申

告に賦課決定制度を採用していること，

低税率（１７％）であること，配当やキャ

ピタルゲインの非課税，パイオニアス

テータスなど特定産業の優遇税制を数多

く設けていること，などが挙げられます。

税法の条文は，定義されている固有の用

語以外は平易な英語で記述され，通達

（Ｃｉｒｃｕｌａｒ）によって税務当局の見解が

明確に示されていることも特徴のひとつ

です。税制は，外国資本の誘致を促進す

るための重要な政策としても位置付けら

れています。国税・地方税の区別はなく，

直接税としては所得税（法人・個人）が，

間接税では消費税（ＧＳＴ），固定資産

税，印紙税，物品税，外国人雇用税など

が挙げられます。



法　人　税

１　課税所得と税率

　納税義務者は，居住法人と非居住法人とに

区分されます。居住性の判断をする際には，

シンガポールにおいて事業の経営と管理

（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）がなされて

いることが要件となります。いわゆる管理支

配地主義によることが特徴的ですが，具体的

にどういう活動を指すのかは法令では定義さ

れていません（シンガポールの税法では，す

べてが明文化されているわけではなく，実際

の納税者の経済活動の状況や制度運用におけ

る慣習などを考慮して判断するケースが多い

ことが特徴です）。事業方針の決定機能があ

ることが最低の条件といわれており，実務上

は，取締役会の開催場所とその決議内容，事

業計画や運営方針の承認権限の所在，資金調

達の策定能力の所在，重要資産の売買や重要

な契約の承認場所，決裁者や決済印の所在な

ど諸々の事項に基づいて，その居住性が総合

的に判断されます。

　居住法人及び非居住法人については，国内

源泉所得（シンガポールで発生又は稼得

（ａｃｃｒｕｉｎｇ　ｉｎ　ｏｒ　ｄｅｒｉｖｅｄ　ｆｒｏｍ　Ｓｉｎｇａｐｏｒｅ）

された所得）と，国外源泉所得のうちシンガ

ポールに送金された所得が課税対象になりま

す（いわゆる属地主義）。ただし，国外源泉

所得のうち配当・海外支店の利益・サービス

収入については，発生した国で１５％以上の税

率で課税対象になっているなどの所定の条件

を満たせば送金された場合でも非課税となり

ます。

　なお，シンガポールの会社法で設立され，

シンガポール内で事業活動をしていても，非

居住者とみなされる場合は，外国企業と同等

の取扱いになり，シンガポール国内で発生す

る利息やロイヤリティ，サービス・フィーを

受け取る際に源泉税が課税され，外国税額控

除制度や租税条約上の恩典を受けられないと

いった不利益が生じることになります。

　課税対象となる所得は，事業所得，投資所

得（利子や配当），資産所得（賃貸料やロイ

ヤリティ），国外源泉所得の分類ごとに計算

されます。課税所得は，国際会計基準とほぼ

同じであるシンガポール会計基準に基づいて

算定された税引前利益を起点として計算され

ます。シンガポールでは，会計と税務が分離

しており，日本でいう確定決算主義を採用し

ていません。例えば，会計帳簿での損金経理

を要件として損金算入を認める規定がないな

どの点で日本の税法とは異なります。

　また，会計上の減価償却費がそのまま税務

上の損金計上できる費用にはなりません。こ

れは，シンガポールの税法上，資本的支出の

損金算入が認められていないためです。ただ

し，政策的配慮から，減価償却に代わるもの

として，キャピタルアローワンス（Ｃａｐｉｔａｌ　

Ａｌｌｏｗａｎｃｅ）という所得控除項目が設けられ

ており，一定の生産設備に関しては損金算入

が認められています。無形資産（営業権や特

許権，ノウハウなど知的財産）の取得のため

の支出もそれを事業に供していることを条件

として損金算入できます（Ｗｒｉｔｉｎｇ－ｄｏｗｎ　

Ａｌｌｏｗａｎｃｅ）。

　同様の理由から，会計帳簿で費用計上され

た費用，例えば，支払利息や賃貸料，修繕費，

為替差損，貸倒損失も，営業用資産や営業債

権に関るものは損金算入されますが，設備購

入のための借入金に付随するこれらの費用は

損金不算入となります。

　シンガポール国内企業からの受取配当金と

キャピタルゲインは，非課税となります。外

国企業から受け取った配当金も上述のとおり，

一定の条件を満たせば免税になります。キャ

ピタルゲインは，当該資産を購入した動機が

投資目的なのか，又は投機活動によるものか

で，キャピタルゲインか否かの判定がなされ

ます。両者の峻別が難しいのが通常であり，
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取得や処分における会社の意思決定の過程や

取引条件などをもとに総合的に判断されます。

　欠損金は無期限に繰り越せますが，主要株

主に変更がないことが条件で，欠損金が発生

した年度と所得控除する年度において株主の

過半数の変動がないことを示す必要がありま

す。

　法人税率は１７．０％で，アジアでは香港の

１６．５％に次いで低い税率となっています。課

税所得のうち３０万シンガポール・ドルまでは

部分的に免税になるため，実効税率は１７．０％

より低くなり，課税所得が５２０万シンガポー

ル・ドル未満では実効税率は香港の法人税率

より低くなります。

２　日星租税協定と源泉徴収税

　利子，使用料などシンガポールに源泉のあ

る所得を非居住法人（者）に支払う場合には，

源泉徴収が必要となり，国内法での税率は，

利子は１５％，使用料（ロイヤリティ）は１０％

となっています。また，配当については，

２００８年１月より国内企業から支払われる配当

については，原則として非課税となっていま

す。日星租税協定では，利子については，

１０％に軽減されていますが，ロイヤリティは

１０％で国内法と同じ税率です。

　直接税はシンガポールの実効税率（１７％）

の範囲内で外国税額控除できます。租税条約

を締結していない国から受け取るサービス所

得，配当や海外支店からの収入，ロイヤリティ

収入についても外国税額控除が認められてい

ます。控除しきれない外国税額を繰越しでき

ない点で日本と異なります。

（注）　シンガポールは，二重課税の回避と脱税の

防止のために，現在６１か国と租税条約（協定）

を結んでいます。

　２０１０年２月４日に，日本国政府とシンガ

ポール共和国政府間で租税協定を改正する議

定書が署名されました。この改正議定書は，

現在の情報交換に関する規定を国際標準に

沿った規定に改正するもので，改正後は，国

際基準に基づいて課税当局間で租税に関する

情報交換を効率的に行い，Ｇ２０等で重要性が

確認されている国際的な脱税及び租税回避行

為の防止に役立てようというものです。なお，

本改正議定書は，２０１０年７月１４日に発効し，

両国において，同日から適用されます�。

３　グループ税制

　シンガポールのグループ税制（Ｇｒｏｕｐ　Ｒｅ－

ｌｉｅｆ）は，シンガポール国内で７５％以上の資

本関係があるグループ会社間において，ある

グループ会社の当期発生の欠損金やキャピタ

ルアローワンスを他のグループ会社において

相殺を認めるという方式です。繰越欠損金や

過去の未消化キャピタルアローワンス，海外

支店の損失は対象になりません。

４　移転価格税制

　シンガポールでは，税務当局から２００６年２

月にＯＥＣＤガイドラインに沿った移転価格

ガイドラインが公表され，独立企業間価格の

原則，文書化，相互協議，事前確認などにつ

いて規定されました。

　さらに，２００９年２月には，貸付と役務提供

に関する独立企業間価格の原則についてガイ

ダンスが公表され，また海外グループ会社ば

かりでなくシンガポール国内法人間の取引に

ついても独立企業間価格の原則が適用される

ことになりました。２００９年８月から移転価格

コンサルテーション（内国歳入庁による文書

による質問手続き）が開始され，移転価格の

文書化が促されるようになりました。

５　優 遇 税 制

　シンガポールには，外資導入の国策に沿っ

て，特定の費用や収益に対する優遇措置や特

定の業種に対する軽減税率が設けられていま

す。ある条件を満たせば，輸出促進費用や研

究開発費用の二重控除が認められ，海運業や
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金融機関の収益が非課税になります。

　特定の業種に適用される優遇税制としては，

先端技術の企業が一定期間免税となるパイオ

ニアステータス，承認された研究開発や生産

能力増強等のプロジェクトへの支出を損金算

入できる制度（Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ａｌｌｏｗａｎｃｅ），

軽減税率が適用されるものとして，貿易業者

に対するＧＴＰ制度，地域統括会社へのＩＨ

Ｑ／ＲＨＱ制度，金融会社向けのＦＳＩ制度，

ファンド・マネージャーやトラスティーの業

務収入の優遇制度などが代表的なものです。

個人所得税等

　納税義務者は，まず，滞在日数合計１８３日

を基準として居住者・非居住者の判定が行わ

れます。さらに，滞在日数を基準とした区分

以外に，滞在の実態から居住性を判定する実

質基準もあり，居住性が総合的に判断される

ことになります。

　例えば，シンガポール企業の上級取締役

（Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ　Ｄｉｒｅｃｔｏｒ）については，取締役

は所在する場所がどこであれ，日々の経営管

理に携わっているとみなされるため，シンガ

ポールでの滞在日数に関係なく，シンガポー

ルで課税されるという，実質区分による判定

が行われます。

　個人所得税は，法人と同様に属地主義に基

づいて国内源泉所得が課税対象になりますが，

個人は国外源泉所得をシンガポール国内に送

金した場合でも免税となります。

　課税対象の所得には給与・賞与，現物給与

（社有車，住宅など），事業所得，投資所得，

不動産所得，ロイヤリティがあり，各種の所

得控除制度があります。シンガポール源泉の

利息収入のうち，認可された銀行又は金融会

社からの預金利息や債券証券からの利息は非

課税になります。これは，シンガポール政府

の金融機関育成政策の一環で設けられた制度

です。

　シンガポール居住者の個人所得税には，累

進課税を適用していますが，その最高税率は

２０％です。

　シンガポールでは，相続税が２００８年２月１５

日以降に死亡した方の相続財産から適用され

なくなっています。また，贈与税がないこと

も特徴的です。

消費税（Ｇｏｏｄｓ　ａｎｄ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｔａｘ：ＧＳＴ）

　シンガポールでは，売上高１百万シンガ

ポール・ドル以上の事業者はＧＳＴ納税義務

を負う事業者として登録が義務付けられてお

り，グループ企業群をひとつの納税義務者と

するグループ登録制度も利用できます。この

事業者が取り扱う物品及び提供するサービス

がＧＳＴの課税対象になります。上記の条件

を満たさない事業者も任意登録が認められて

います。

　さらに，インボイス方式が採用されており，

ＧＳＴ納税義務者はタックス・インボイスを

発行することが義務付けられ，原則として四

半期ごとにＧＳＴ申告を行います。

　ＧＳＴ税率は，品目ごとに７．０％又は０％

が適用されます。０％が適用される代表例が

輸出される財貨・サービスや航空機事業・海

運業における取引です。これ以外に免税取引

があります。ＧＳＴは供給地主義ですので，

財貨の供給やサービスの提供がシンガポール

国外でなされる取引は課税対象外となります。

金融取引（利息や為替取引など）と居住用不

動産の売買取引は政策的に免税となっていま

す。

２０１０年度税制改正

　２００９年度は金融危機後の企業救済を意図し

た改正が中心でしたが，２０１０年は景気が回復

し経済が成長軌道に戻ったのを受けて，企業

の生産性向上と競争力強化を目指す諸政策が
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２０１０年２月２２日に公表されました。生産性向

上のための研究開発や知的財産取得，従業員

教育への投資について支出額の２５０％を所得

控除する生産性革新クレジット，Ｍ＆Ａ投資

額の５％の所得控除を認めるＭ＆Ａアローワ

ンス，Ｍ＆Ａにおける印紙税免除，ＦＳＩ制

度の強化，エンジェル投資家優遇税制の新設，

ＧＳＴ記帳ルールの簡素化などがその主なも

のです。

　税制改正案は毎年２月下旬に政府予算案の

発表の一部として公表されます。ただし，そ

の時点では方針として概略が示されるにとど

まり，ディスカッション・ペーパーや通達の

形で改正内容の詳細が発表になるのは５月以

降になります。２００９年度税制改正案の目玉の

一つであった合併（Ａｍａｌｇａｍａｔｉｏｎ）のよう

な新税制の場合には，実業家や専門家との間

で，半年以上にわたって盛んに意見交換が繰

り返されたため，通達が正式に発布されたの

は１年後の２０１０年１月２０日でした。

税 務 調 査

　上述のとおり，シンガポールでは賦課決定

制度が採られているため，会社が提供した税

務申告書類に基づいて２年から３年かけて内

国歳入庁が課税額を算定します。その過程で

タックス・エージェントである会計事務所を

通じて収益・費用の内訳や性格，取引条件な

ど質問を繰り返して課税所得の内容を吟味し

ますので，定期的な税務調査はなされません。

　ただし，疑わしい企業に対しては，　Ｔａｘ－

ｐａｙｅｒ　Ａｕｄｉｔ　を実施し，課税額を見積もる

権限を持っています。租税回避行為が認めら

れた場合は，その過失・故意の度合いにより，

２００％から４００％の加算税が課されます。

　２００６年以降　Ｔａｘｐａｙｅｒ　Ａｕｄｉｔ　の実地件数

は増え続けていますが，最近では，悪例をメ

ディアを通じて公表する傾向があり，その公

表件数は２００８年の６例に対して２００９年は２５例

となっています。また，会社の税金計算に関

わる内部統制を評価してリスク重視の査察を

行うように変化しており，１社に対して法人

税ばかりでなくＧＳＴ，関税，印紙税の査察

を同時に行う例が見られます。

　企業の自主性を促すため，２００９年４月に自

主修正申告した場合の加算税軽減措置（Ｖｏｌ－

ｕｎｔａｒｙ　Ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ　Ｐｒｏｇｒａｍ）が施行され

ました。自主修正申告した場合に限り，過少

申告税額に対して課される加算税を通常

２００％（故意・重大な過失でない場合）であ

るものを，１ヵ年あたり５％にするという措

置（例：１事業年度前の過少申告税額に対し

ては５％，２事業年度前は１０％，３事業年度

前は１５％の加算税。事業年度を遡及するごと

に５％ずつ追加。最大６年前まで遡及）です。

　なお，ＧＳＴに対しては，ＧＳＴ算定プロ

セスの内部統制レベルの事前認定制度（ＡＣ

ＡＰ，任意）の導入が予定されています。

ま　と　め

　シンガポールは，実物・サービス取引では

アセアン各国の市場に隣接しながら中国・イ

ンド・オセアニアの３極を結ぶ物流の中間点

に位置し，金融市場の面では欧州・北米の裏

側に位置するという類まれな立地条件を具え

ています。

　シンガポールは，産業インフラや住環境と

ともに，外国資本の誘致とシンガポール企業

の競争力を促進する一手段として，簡素化・

透明性・税金コスト軽減を柱に税制を整備し

てきました。外資誘致においては大企業の進

出を促すばかりでなく，東南アジアのビジネ

ス・ハブを目指して人材や投資財源，知的財

産をシンガポールに集約する戦略です。法人

税１７％，個人所得税２０％という低税率に加え

て各種のインセンティブが用意され，地域統

括会社，金融機関，研究開発型ビジネスが利

益留保・再投資を行いやすく，個人富裕層向

184 Z E I K E I T S U S H I N   ’10 . 8



けサービスを行う投資顧問会社や運用会社が

税コストを軽減できる環境が整っています。

　さらに，日本の平成２１年度税制改正で導入

された外国子会社配当益金不算入制度や，平

成２２年度税制改正における外国子会社合算税

制の適用除外基準の見直しによって，シンガ

ポールで持株会社や物流統括会社を有するこ

とへの税制面での憂慮事項が減少しことから，

今後は，シンガポールを拠点とした国際税務

戦略実施の余地が広がるものと期待していま

す。

（注）
�　財務省「租税条約に関するプレスリリース」

より
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